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第３四半期決算概要（１） HD連結 

HD連結の経常収益は、前年同期比△96億円の730億円（進捗率76.0％）。 
経常利益は、同比△42億円の193億円（進捗率92.0％）。 
四半期純利益（累計）は、同比△102億円の123億円（進捗率72.5％）。 

《足利ホールディングス連結損益》 

(億円）
12/12期
(累計)

13/12期
(累計)

14/12期
(累計)

前年
同期比

15/3期
予想

進捗率

① ② ②－① ③ ②÷③

746 826 730 △ 96 960 76.0%

627 621 625 + 3 

441 435 427 △ 8 

19 44 18 △ 25 

△ 11 92 4 △ 87 

168 235 193 △ 42 210 92.0%

△ 2 △ 2 △ 0 + 2 

165 233 193 △ 39 

16 19 86 + 67 

9 △ 12 △ 16 △ 4 

140 226 123 △ 102 170 72.5%

（参考） ※'14.10.29修正予想

186 272 169 

与信関係費用

株式等損益

税引前四半期（当期）利益

四半期（当期）純利益

法人税等

法人税等調整額

のれん償却前利益

経常収益

経常利益

特別損益

連結粗利益

営業経費



(億円）
12/12期
(累計)

13/12期
(累計)

14/12期
(累計)

前年
同期比

15/3期
予想

進捗率

① ② ②－① ③ ②÷③

563 589 601 + 11 788 76.3%

619 603 606 + 3 

473 482 490 + 7 

85 103 107 + 3 

その他業務利益 60 16 8 △ 8 

国債等債券損益 56 13 4 △ 8 

378 369 362 △ 6 479 75.5%

204 196 193 △ 2 

154 153 149 △ 4 

241 234 244 + 10 

184 220 239 + 18 308 77.7%

15 38 7 △ 30 

△ 15 98 4 △ 93 

217 289 243 △ 45 279 87.3%

法人税等 9 15 83 + 67 

法人税等調整額 6 △ 14 △ 19 △ 5 

199 285 179 △ 105 196 91.7%

業務粗利益

資金利益

役務取引等利益

コア業務粗利益

経費

与信関係費用

株式等損益

人件費

四半期（当期）純利益

物件費

実質業務純益

経常利益

コア業務純益

       3 

第３四半期決算概要（２） 銀行単体 

銀行単体のコア業務粗利益は、前年同期比＋11億円の601億円。コア業務純益は、同比＋18億円の239億円。 
経常利益は、株式売却益の反動減を主因として、同比△45億円の243億円。四半期純利益（累計）は、税金費用の

増加により同比△105億円の179億円。 

《足利銀行単体損益》 
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コア業務粗利益／経費 

495 473 482 490 

76 
85 

103 107 

577 
563 

589 
601 

13.1% 
15.1% 

17.6% 17.8% 

11/12期 12/12期 13/12期 14/12期 

役務取引等利益／コア業務粗利益 

 コア業務粗利益は、前年同期比＋11億円の601億円。うち資金利益は同比＋7億円の490億円。 
 経費は、前年同期比△6億円の362億円。人件費は△2億円の193億円、物件費は△4億円の149億円。 
 コアOHRはシステム移行後減少を続け、60.1％まで低下。 

《コア業務粗利益の推移》 （億円） 

資金利益 

役務取引
等利益 

＋3 

＋7 

＋11 

コア業務
粗利益 

193 204 196 193 

193 154 153 149 

22 
19 19 19 

410 
378 369 362 

71.0% 
67.1% 

62.5% 
60.1% 

11/12期 12/12期 13/12期 14/12期 

コアOHR 

《経費・コアOHRの推移》 （億円） 

2011年7月地銀共同センター
への勘定系システム移行 

人件費 

物件費 

税金 

△6 経費 

△4 

※コアOHR＝経費÷コア業務粗利益 

(△2.4%) 

△2 
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コア業務純益／経常利益 

 コア業務純益は、コア業務粗利益の増加、経費減少により、前年同期比＋18億円の239億円となり、3期連続で増
加。 

 経常利益は、株式売却益の反動減を主因として、前年同期比△45億円の243億円となるも、経常的な利益トレンド
は増加基調で推移。 

《コア業務純益の推移》 

167 
184 

220 
239 

11/12期 12/12期 13/12期 14/12期 

（億円） 

＋18 

《経常利益の推移》 （億円） 

コア 
業務純益 186 

217 

289 

243 

3 

△ 15 

98 

4 

11/12期 12/12期 13/12期 14/12期 

経常利益 

△45 

うち株式
等損益 
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預貸金平残・利回り 

1.56% 
1.45% 

1.36% 

1.57% 

1.45% 
1.36% 

0.06% 0.05% 0.04% 0.06% 0.05% 0.04% 

1.50% 
1.40% 

1.32% 

1.51% 
1.40% 

1.32% 

13/3期 14/3期 15/3期 12/12期 13/12期 14/12期 

《預貸金利回りの推移》 

 貸出金平残、預金等平残とも、それぞれ順調に増加し、14/12期平残は通期平残計画を上回る実績。 
 貸出金利回りは、低下傾向が続くも、ペースは鈍化しており、概ね計画通りの水準で推移。 

計画 

(△0.09%) 

預金等利回② 

貸出金利回① 

預貸金利回差
① - ② 

《貸出金平残・預金等平残の推移》 

47,889 

50,080 

52,765 
51,265 

35,946 
38,026 

40,166 39,923 

12/12期 13/12期 14/12期 15/3期 

（億円） 

計画 

貸出金平残 

預金等平残 

(△0.09%) 
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コア業務粗利益の増減要因 

 資金利益＋7億円のうち、貸出要因△3億円、預金等要因＋1億円、有価証券要因＋10億円。 
 貸出金利回り低下要因は縮小（12/12期△45億円、13/12期△35億円、14/12期△26億円）し、投信解約益要因

除きでも資金利益は前年同期比プラス。 
 役務取引等利益＋3億円のうち、投信販売等窓口関連＋5億円、為替・ATM＋2億円、ローン・団信他△4億円。 

《コア業務粗利益増減要因（前年同期比）》 

589 
億円 

 
 
 
 

601 
億円 

 
 
 
 

 
 
 
 

預金等 
平残 
要因 

△1 

△26 

貸出 
利回り 
要因 

 
有証 
平残 
要因 

13/12期 14/12期 

（億円） 

貸出 
平残 
要因 

＋23 

 
預金等 
利回り 
要因 

＋2 

有証 
利回り 
要因 

貸出要因 
△3 

預金等要因 

＋1 

有価証券要因 

＋10 

＋13 

△3 

窓口 
関連 

為替・
ATM 

＋5 

＋2 

ローン・
団信他 

△4 

資金利益 
490億円（＋7億円） 

役務取引等利益 
107億円（＋3億円） 

＋11 

うち投信解約益 
の増加＋4億円
（7→11億円） 
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貸出金（末残） 

 貸出金末残は、前年同期比＋2,015億円の4兆1,341億円（年率＋5.1％）。 
 住宅ローンは同比＋1,247億円の1兆5,125億円（年率＋8.9％）、中小企業向け貸出は同比＋788億円の1兆5,494

億円（年率＋5.3％）と堅調に推移。 

《貸出金残高の推移（末残）》 （億円） 

12,037 12,762 13,878 15,125 

13,871 13,877 
14,706 

15,494 

3,612 4,129 
4,720 

4,908 6,112 
6,055 

6,021 
5,814 35,632 

36,823 

39,325 
41,341 

11/12末 12/12末 13/12末 14/12末 

住宅
ローン 

中小 
企業 

国・地公体 

大企業他 

《貸出金残高の増減内訳（前年同期比）》 （億円） 

住宅
ローン 

＋1,247 

 
 
 
 

大企業
他 

△207 

中小 
企業 

＋788 

 
 
 
 

国・ 
地公体 

＋187 

＋2,015 
(年率＋5.1％) 

(年率＋8.9％) 

（年率＋5.3％) 
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預金等（末残） 

 預金等末残（預金＋譲渡性預金）は、前年同期比＋1,978億円の5兆3,706億円（年率＋3.8％）。 
 個人預金が同比＋1,256億円(年率＋3.6%)、法人預金が同比＋312億円(年率＋2.7%)、譲渡性預金が同比＋453

億円とそれぞれ堅調に増加。 

《預金等残高の推移（末残）》 （億円） 

32,893 33,617 34,826 36,083 

10,692 
11,096 

11,533 
11,846 

2,431 
2,465 

2,629 
2,583 

1,674 
1,714 

2,739 
3,192 

47,692 
48,895 

51,728 
53,706 

11/12末 12/12末 13/12末 14/12末 

個人 

法人 

公金＋金融 

譲渡性預金 

《預金等残高の増減内訳（前年同期比）》 （億円） 

 
 
 

公金 
＋金融 

法人 

＋453 

△46 

個人 

＋1,978 
(年率＋3.8％) 

NCD 

＋1,256 

(年率＋2.7％) 

＋312 

(年率＋3.6％) 
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個人預り資産／個人金融資産 

 個人預り資産は、前年同期比＋86億円の7,025億円。投資信託が同比＋465億円、保険が同比＋124億円と順調
に増加。債券は個人向け国債の大量満期償還等の影響から、同比△502億円の減少。 

 NISA口座数は55千件に増加し、口座稼働率も46.0％に上昇。 
 個人預金とあわせた個人金融資産は、同比＋1,342億円の4兆3,108億円に増加。 

《個人預り資産の推移 (末残）》 （億円） 

2,132 2,422 2,725 3,190 

2,057 
2,593 

2,683 
2,807 

1,960 

1,791 
1,531 

1,028 6,149 

6,807 6,939 7,025 

11/12末 12/12末 13/12末 14/12末 

《個人金融資産の推移（末残）》 （億円） 

32,687 33,424 34,690 35,972 

207 194 
137 

110 6,148 
6,807 

6,939 
7,025 

39,042 
40,425 

41,766 
43,108 

11/12末 12/12末 13/12末 14/12末 

《ＮＩＳＡ口座獲得状況》 

 （口座稼働率 46.0％） 

（2014/12末現在） 

口座開設数 55,099件 

投資信託 

保険 

債券 

＋124 
(＋4.6%) 

＋465 
(＋17.0%) 

※保険＝個人年金保険＋終身保険＋学資保険 

△502 

＋86 (年率＋1.2%) 

個人 
円預金 

個人 
外貨預金 

個人 
預り資産 

＋1,342 (年率＋3.2%) 



313 294 

415 

638 

349 324 

451 

674 

13/3末 14/3末 14/9末 14/12末 
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有価証券 

673 833 878 842 
108 

305 
645 838 

177 

517 
844 

1,052 
118 

140 

976 

1,675 

2,486 
2,873 

13/3末 14/3末 14/9末 14/12末 

 有価証券残高は、14/3末比+461億円の1兆2,515億円。国債・社債が減少する一方、外国債券・投資信託が増
加。円貨債券のデュレーションは4.7年。 

 「その他有価証券（満期保有以外）」の評価損益は、金利低下や株価上昇により、14/3末比増加。 

《有価証券残高の推移（末残）》 （億円） 

【ＨＤ連結・BK単体】 《その他有価証券の評価損益 》 
（億円） 

※その他有価証券＝満期保有目的以外の有価証券 ※円貨債券＝国内債券＋円建外国債券 

《外国債券等残高の推移（末残）》 （億円） 

4,396 4,394 3,851 3,890 

3,116 2,570 
2,584 2,501 

2,868 
2,695 

2,628 2,408 

800 
718 

767 842 

976 
1,675 2,486 2,873 

12,158 12,054 12,319 12,515 

3.8年 
4.4年 4.7年 4.7年 

13/3末 14/3末 14/9末 14/12末 

円貨債券ﾃﾞｭﾚｰｼｮﾝ 

外国債券
（邦貨) 

外国債券
(外貨) 

投資信託 

その他 

その他 

国債 

地方債 

社債 

株式 

+461 (14/3比） 

ＨＤ連結 

ＢＫ単体 
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不良債権／与信関係費用 

317 347 
248 211 

813 715 

716 732 

95 
81 

83 65 

1,225 

1,144 

1,048 
1,008 

3.20% 

2.81% 

2.54% 
2.40% 

13/3末 14/3末 14/9末 14/12末 

不良債権比率 

 不良債権（金融再生法開示債権）残高は、要管理債権の減少を主因として、14/3末比△135億円の1,008億円。不
良債権比率は同比△0.41％の2.40％。 

 与信関係費用は、HD連結が18億円、BK単体が7億円と、それぞれ前年同期比減少。要管理債権の減少に伴い一
般貸倒引当金が減少。 

《金融再生法開示債権の推移》 （億円） 【HD連結・BK単体】《与信関係費用》 （億円） 

56 
44 

78  

18 

45 
38 

74  

7 

13/3期 13/12期 14/3期 14/12期 

182 219 198 191 

207 187 197 191 

389 407 395 382 

13/3末 14/3末 14/9末 14/12末 

《貸倒引当金残高の推移》 （億円） 

14/3末 
保守的な算定
方法への変更
による影響額  
 ＋40億円 

要管理債権 

危険債権 

破産更生
債権等 

一般貸倒引当金 

個別貸倒引当金 

ＨＤ連結 

ＢＫ単体 
△135 (14/3比） 

△0.41% (14/3比） 

△24 (14/3比） 

＋3 

△28 
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自己資本比率 

2,362 
2,529 

2,347 
2,467 2,521 

1,413 1,572 1,468 1,555 1,609 

9.47% 9.70% 
8.49% 8.82% 8.66% 

5.67% 6.03% 
5.25% 5.51% 5.50% 

12/3末 13/3末 14/3末 14/9末 14/12末 

自己資本比率 

Tier1比率／経過措置なし 

 自己資本比率は、14/3期末よりバーゼルⅢ国内基準が適用。自己資本比率は、HD連結ベースが14/3末比＋
0.17％の8.66％、BK単体ベースが14/3末比＋0.25％の8.93％にそれぞれ上昇。なお、リスクアセットの増加等によ
り14/9末比では微減。 

【HD連結】《自己資本比率》 （億円） 

バーゼルⅢ 

2,093 
2,199 

2,429 
2,570 2,629 

1,936 2,035 
2,379 2,477 2,537 

8.32% 8.36% 8.68% 9.07% 8.93% 

7.69% 7.73% 
8.40% 8.67% 8.57% 

12/3末 13/3末 14/3末 14/9末 14/12末 

自己資本比率 

Tier1比率／経過措置なし 

【BK単体】《自己資本比率》 （億円） 

経過措
置なし 

Tier１ 

＋0.17% (14/3比） 

経過措
置なし 

自己
資本 

＋174 
(14/3比） 

＋200 
 (14/3比） 

自己
資本 

バーゼルⅢ 

Tier１ 

＋0.25% (14/3比） 



事前に株式会社足利ホールディングスの許可を書面で得ることなく、本資料を転写・複製
し、又は第三者に配布することを禁止いたします。本資料は情報の提供のみを目的として作
成されたものであり、特定の証券の売買を勧誘するものではありません。本資料に記載され
た事項の全部又は一部は予告なく修正又は変更されることがあります。本資料には将来の業
績に関する記述が含まれておりますが、これらの記述は将来の業績を保証するものではな
く、経営環境の変化等により、実際の数値と異なる可能性があります。 


